
○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額

中小企業者等である連
結法人の法人税率の特
例

第68条の８第１項の表の第１号 10369 別表一の二(一)次葉｢50｣の欄の
金額

第68条の８第１項の表の第１号 10369 別表一の二(一)次葉｢48｣の欄の
金額

中小企業者等である連
結法人の法人税率の特
例

第68条の８第１項の表の第２号 10370 別表一の二(二)次葉｢41｣の欄の
金額

第68条の８第１項の表の第２号 10370 別表一の二(二)次葉｢39｣の欄の
金額

中小企業者等である連
結法人の法人税率の特
例

第68条の８第１項の表の第３号 10371 別表一の二(三)次葉｢42｣の欄の
金額

第68条の８第１項の表の第３号 10371 別表一の二(三)次葉｢40｣の欄の
金額

中小企業者等である連
結法人の法人税率の特
例

第68条の８第２項 10372 別表一の二(二)次葉｢37｣の欄の
金額

第68条の８第２項 10372 別表一の二(二)次葉｢35｣の欄の
金額

試験研究を行った場合
の法人税額の特別控除

(廃止)

所得税法等の一部を改正する等
の法律(平成29年法律第４号)第
12条の規定による改正前の租税
特別措置法(以下この表におい
て｢平成29年旧措置法｣とい
う。)第68条の９第１項

10546 法規別表六の二(三)｢22｣の欄の
金額

試験研究を行った場合
の法人税額の特別控除

第68条の９第１項 10578 法規別表六の二(三)｢19｣の欄の
金額

第68条の９第１項 10578 法規別表六の二(三)｢22｣の欄の
金額

試験研究を行った場合
の法人税額の特別控除 (廃止)

平成29年旧措置法第68条の９第
２項

10547 法規別表六の二(四)｢18｣の欄の
金額

試験研究を行った場合
の法人税額の特別控除

第68条の９第３項 10579 法規別表六の二(四)｢18｣の欄の
金額

第68条の９第３項 10579 法規別表六の二(四)｢18｣の欄の
金額

試験研究を行った場合
の法人税額の特別控除

第68条の９第６項 10548 法規別表六の二(五)｢12｣の欄の
金額

第68条の９第６項 10548 法規別表六の二(五)｢12｣の欄の
金額

試験研究を行った場合
の法人税額の特別控除 (廃止)

平成29年旧措置法第68条の９第
４項第１号

10469 法規別表六の二(六)｢21｣の欄の
金額

試験研究を行った場合
の法人税額の特別控除

第68条の９第７項 10011 法規別表六の二(六)｢12｣の欄の
金額

第68条の９第７項 10011 法規別表六の二(六)｢21｣の欄の
金額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却

(廃止)

所得税法等の一部を改正する法
律(平成28年法律第15号)第10条
の規定による改正前の租税特別
措置法(以下この表において｢平
成28年旧措置法｣という。)第68
条の10第１項第１号イ(償却費)

10383 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 1 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却 (廃止)

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成28年旧
措置法第68条の10第１項第１号
イ)

10384 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却 (廃止)

平成28年旧措置法第68条の10第
１項及び第６項(償却費)(同条
第１項第１号ロ)

10549 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却 (廃止)

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成28年旧
措置法第68条の10第１項及び第
６項(同条第１項第１号ロ))

10550 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却 (廃止)

平成28年旧措置法第68条の10第
１項第１号ハ(償却費)

10386 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却 (廃止)

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成28年旧
措置法第68条の10第１項第１号
ハ)

10387 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却

所得税法等の一部を改正する法
律（平成30年法律第７号）第15
条の規定による改正前の租税特
別措置法（以下この表において
「平成30年旧措置法」とい
う。）第68条の10第１項(償却
費)(平成30年旧措置法第42条の
５第１項第１号)

10567 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の10第１項(償却費)(第
42条の５第１項第１号)

10567 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成30年旧
措置法第68条の10第１項(平成
30年旧措置法第42条の５第１項
第１号))

10568 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の10
第１項(第42条の５第１項第１
号))

10568 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 2 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却

平成30年旧措置法第68条の10第
１項(償却費)(平成30年旧措置
法第42条の５第１項第２号)

10280 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の10第１項(償却費)(第
42条の５第１項第２号)

10280 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成30年旧
措置法第68条の10第１項(平成
30年旧措置法第42条の５第１項
第２号))

10281 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の10
第１項(第42条の５第１項第２
号))

10281 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却 (廃止)

平成28年旧措置法第68条の10第
１項第２号(償却費)

10286 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の特別償却 (廃止)

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成28年旧
措置法第68条の10第１項第２
号)

10287 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の法人税額の特
別控除

平成30年旧措置法第68条の10第
２項

10289 法規別表六の二(八)｢27｣の欄の
金額

第68条の10第２項 10289 法規別表六の二(八)｢27｣の欄の
金額

エネルギー環境負荷低
減推進設備等を取得し
た場合の法人税額の特
別控除

平成30年旧措置法第68条の10第
３項

10290 法規別表六の二(八)｢36｣の欄の
金額

第68条の10第３項 10290 法規別表六の二(八)｢36｣の欄の
金額

高度省エネルギー増進
設備等を取得した場合
の特別償却

第68条の10第１項（償却費）
（第42条の５第１項第１号）

10598 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

(新規)

高度省エネルギー増進
設備等を取得した場合
の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）（第68条の
10第１項（第42条の５第１項第
１号））

10599 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

(新規)

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 3 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

高度省エネルギー増進
設備等を取得した場合
の特別償却

第68条の10第１項（償却費）
（第42条の５第１項第２号）

10600 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

(新規)

高度省エネルギー増進
設備等を取得した場合
の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）（第68条の
10第１項（第42条の５第１項第
２号））

10601 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

(新規)

高度省エネルギー増進
設備等を取得した場合
の特別償却

第68条の10第１項（償却費）
（第42条の５第１項第３号）

10602 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

(新規)

高度省エネルギー増進
設備等を取得した場合
の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）（第68条の
10第１項（第42条の５第１項第
３号））

10603 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

(新規)

高度省エネルギー増進
設備等を取得した場合
の法人税額の特別控除

第68条の10第２項 10604 法規別表六の二(九)「17」の欄
の金額 (新規)

中小連結法人が機械等
を取得した場合の特別
償却

第68条の11第１項(償却費)(第
42条の６第１項第１号)

10030 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の11第１項(償却費)(第
42条の６第１項第１号)

10030 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の特別
償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の11
第１項(第42条の６第１項第１
号))

10031 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の11
第１項(第42条の６第１項第１
号))

10031 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の特別
償却

第68条の11第１項(償却費)(第
42条の６第１項第２号)

10033 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の11第１項(償却費)(第
42条の６第１項第２号)

10033 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の特別
償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の11
第１項(第42条の６第１項第２
号))

10034 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の11
第１項(第42条の６第１項第２
号))

10034 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 4 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

中小連結法人が機械等
を取得した場合の特別
償却

第68条の11第１項(償却費)(第
42条の６第１項第３号)

10036 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の11第１項(償却費)(第
42条の６第１項第３号)

10036 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の特別
償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の11
第１項(第42条の６第１項第３
号))

10037 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の11
第１項(第42条の６第１項第３
号))

10037 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の特別
償却

第68条の11第１項(償却費)(第
42条の６第１項第４号)

10039 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の11第１項(償却費)(第
42条の６第１項第４号)

10039 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の特別
償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の11
第１項(第42条の６第１項第４
号))

10040 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の11
第１項(第42条の６第１項第４
号))

10040 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の特別
償却 (廃止)

平成29年旧措置法第68条の11第
２項(償却費)

10470 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の特別
償却

(廃止)

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成29年旧
措置法第68条の11第２項)

10471 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の法人
税額の特別控除

第68条の11第２項 10042 法規別表六の二(十)｢27｣の欄の
金額

第68条の11第２項 10042 法規別表六の二(九)｢37｣の欄の
金額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の法人
税額の特別控除

(廃止)
平成29年旧措置法第68条の11第
４項

10475 法規別表六の二(九)｢41｣の欄の
金額

中小連結法人が機械等
を取得した場合の法人
税額の特別控除

第68条の11第３項 10043 法規別表六の二(十)｢36｣の欄の
金額

第68条の11第３項 10043 法規別表六の二(九)｢49｣の欄の
金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 5 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

沖縄の観光地形成促進
地域において工業用機
械等を取得した場合の
法人税額の特別控除

第68条の13第１項(第42条の９
第１項の表の第１号)

10476 法規別表六の二(十一)｢28｣の欄
の金額

第68条の13第１項(第42条の９
第１項の表の第１号)

10476 法規別表六の二(十)｢28｣の欄の
金額

沖縄の情報通信産業振
興地域において工業用
機械等を取得した場合
の法人税額の特別控除

第68条の13第１項(第42条の９
第１項の表の第２号)

10477 法規別表六の二(十一)｢28｣の欄
の金額

第68条の13第１項(第42条の９
第１項の表の第２号)

10477 法規別表六の二(十)｢28｣の欄の
金額

沖縄の産業高度化・事
業革新促進地域におい
て工業用機械等を取得
した場合の法人税額の
特別控除

第68条の13第１項(第42条の９
第１項の表の第３号)

10478 法規別表六の二(十一)｢28｣の欄
の金額

第68条の13第１項(第42条の９
第１項の表の第３号)

10478 法規別表六の二(十)｢28｣の欄の
金額

沖縄の国際物流拠点産
業集積地域において工
業用機械等を取得した
場合の法人税額の特別
控除

第68条の13第１項(第42条の９
第１項の表の第４号)

10479 法規別表六の二(十一)｢28｣の欄
の金額

第68条の13第１項(第42条の９
第１項の表の第４号)

10479 法規別表六の二(十)｢28｣の欄の
金額

沖縄の経済金融活性化
特別地区において工業
用機械等を取得した場
合の法人税額の特別控
除

第68条の13第１項(第42条の９
第１項の表の第５号)

10480 法規別表六の二(十一)｢28｣の欄
の金額

第68条の13第１項(第42条の９
第１項の表の第５号)

10480 法規別表六の二(十)｢28｣の欄の
金額

沖縄の特定地域におい
て工業用機械等を取得
した場合の法人税額の
特別控除

第68条の13第２項(第42条の９
第１項の表の第１号から第５号
まで)又は所得税法等の一部を
改正する法律(平成26年法律第
10号)第10条の規定による改正
前の租税特別措置法(以下この
表において｢平成26年旧措置法｣
という。)第68条の13第２項(平
成26年旧措置法第42条の９第１
項の表の第１号から第５号ま
で)

10394 法規別表六の二(十一)｢41｣の欄
の金額

第68条の13第２項(第42条の９
第１項の表の第１号から第５号
まで)又は所得税法等の一部を
改正する法律(平成26年法律第
10号)第10条の規定による改正
前の租税特別措置法(以下この
表において｢平成26年旧措置法｣
という。)第68条の13第２項(平
成26年旧措置法第42条の９第１
項の表の第１号から第５号ま
で)

10394 法規別表六の二(十)｢41｣の欄の
金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 6 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

国家戦略特別区域にお
いて機械等を取得した
場合の特別償却

平成30年旧措置法第68条の14第
１項(償却費)(平成30年旧措置
法第42条の10第１項第１号)

10569 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の14第１項(償却費)(第
42条の10第１項第１号)

10569 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

国家戦略特別区域にお
いて機械等を取得した
場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成30年旧
措置法第68条の14第１項(平成
30年旧措置法第42条の10第１項
第１号))

10570 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の14
第１項(第42条の10第１項第１
号))

10570 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

国家戦略特別区域にお
いて機械等を取得した
場合の特別償却

平成30年旧措置法第68条の14第
１項(償却費)(平成30年旧措置
法第42条の10第１項第２号)

10487 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の14第１項(償却費)(第
42条の10第１項第２号)

10487 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

国家戦略特別区域にお
いて機械等を取得した
場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成30年旧
措置法第68条の14第１項(平成
30年旧措置法第42条の10第１項
第２号))

10488 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の14
第１項(第42条の10第１項第２
号))

10488 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

国家戦略特別区域にお
いて機械等を取得した
場合の特別償却

第68条の14第１項（償却費） 10605 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

(新規)

国家戦略特別区域にお
いて機械等を取得した
場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）（第68条の
14第１項）

10606 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

(新規)

国家戦略特別区域にお
いて機械等を取得した
場合の法人税額の特別
控除

第68条の14第２項 10490 法規別表六の二(十二)｢25｣の欄
の金額

第68条の14第２項 10490 法規別表六の二(十二)｢18｣の欄
の金額

国際戦略総合特別区域
において機械等を取得
した場合の特別償却

第68条の14の２第１項(償却費) 10291 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の14の２第１項(償却費) 10291 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 7 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

国際戦略総合特別区域
において機械等を取得
した場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10292 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10292 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

国際戦略総合特別区域
において機械等を取得
した場合の法人税額の
特別控除

第68条の14の２第２項 10294 法規別表六の二(十三)｢25｣の欄
の金額

第68条の14の２第２項 10294 法規別表六の二(十三)｢18｣の欄
の金額

地域経済牽
けん

引事業の促 第68条の14の３第１項(償却費) 10580 第68条の14の３第１項(償却費) 10580
進区域内において特定
事業用機械等を取得し
た場合の特別償却

地域経済牽引事業の促
進区域内において特定
事業用機械等を取得し
た場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10581 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10581 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

地域経済牽
けん

引事業の促
第68条の14の３第２項 10582 第68条の14の３第２項 10582

進区域内において特定
事業用機械等を取得し
た場合の法人税額の特
別控除

地方活力向上地域等に
おいて特定建物等を取
得した場合の特別償却

第68条の15第１項(償却費) 10551 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の15第１項(償却費) 10551 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

地方活力向上地域等に
おいて特定建物等を取
得した場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10552 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10552 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

地方活力向上地域等に
おいて特定建物等を取
得した場合の法人税額
の特別控除

第68条の15第２項 10553 法規別表六の二(十五)｢18｣の欄
の金額

第68条の15第２項 10553 法規別表六の二(十五)｢18｣の欄
の金額

法規別表六の二(十四)｢18｣の欄
の金額

法規別表六の二(十四)｢18｣の欄
の金額

法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 8 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

地方活力向上地域等に
おいて雇用者の数が増
加した場合の法人税額
の特別控除（特定の地
域において雇用者の数
が増加した場合の法人
税額の特別控除）

平成30年旧措置法第68条の15の
２第１項

10571 法規別表六の二(十六)｢14｣の欄
の金額

第68条の15の２第１項 10571 法規別表六の二(十六)｢14｣の欄
の金額

地方活力向上地域等に
おいて雇用者の数が増
加した場合の法人税額
の特別控除（特定の地

(廃止)
平成29年旧措置法第68条の15の
２第２項

10554 法規別表六の二(十六)｢32｣の欄
の金額

地方活力向上地域等に
おいて雇用者の数が増
加した場合の法人税額
の特別控除（特定の地

平成30年旧措置法第68条の15の
２第２項

10583 法規別表六の二(十六)｢45｣の欄
の金額

第68条の15の２第２項 10583 法規別表六の二(十六)｢32｣の欄
の金額

地方活力向上地域等に
おいて雇用者の数が増
加した場合の法人税額
の特別控除（特定の地

第68条の15の２第１項 10607 法規別表六の二(十六)｢45｣の欄
の金額 (新規)

地方活力向上地域等に
おいて雇用者の数が増
加した場合の法人税額
の特別控除（特定の地

平成30年旧措置法第68条の15の
２第３項

10555 法規別表六の二(十六)｢51｣の欄
の金額

第68条の15の２第３項 10555 法規別表六の二(十六)｢38｣の欄
の金額

地方活力向上地域等に
おいて雇用者の数が増
加した場合の法人税額
の特別控除（特定の地

第68条の15の２第２項 10608 法規別表六の二(十六)｢51｣の欄
の金額 (新規)

認定地方公共団体の寄
附活用事業に関連する
寄附をした場合の法人
税額の特別控除

第68条の15の３第１項 10572 法規別表六の二(十七)｢27｣の欄
の金額

第68条の15の３第１項 10572 法規別表六の二(十七)｢27｣の欄
の金額

特定中小連結法人が経
営改善設備を取得した
場合の特別償却

第68条の15の４第１項(償却費) 10428 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の15の４第１項(償却費) 10428 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定中小連結法人が経
営改善設備を取得した
場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10429 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10429 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 9 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

特定中小連結法人が経
営改善設備を取得した
場合の法人税額の特別
控除

第68条の15の４第２項 10431 法規別表六の二(十八)｢27｣の欄
の金額

第68条の15の４第２項 10431 法規別表六の二(十八)｢27｣の欄
の金額

特定中小連結法人が経
営改善設備を取得した
場合の法人税額の特別
控除

第68条の15の４第３項 10432 法規別表六の二(十八)｢36｣の欄
の金額

第68条の15の４第３項 10432 法規別表六の二(十八)｢36｣の欄
の金額

中小連結法人が特定経
営力向上設備等を取得
した場合の特別償却

第68条の15の５第１項(償却費) 10584 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の15の５第１項(償却費) 10584 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

中小連結法人が特定経
営力向上設備等を取得
した場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10585 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10585 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

中小連結法人が特定経
営力向上設備等を取得
した場合の法人税額の
特別控除

第68条の15の５第２項 10586 法規別表六の二(十九)｢28｣の欄
の金額

第68条の15の５第２項 10586 法規別表六の二(十九)｢28｣の欄
の金額

中小連結法人が特定経
営力向上設備等を取得
した場合の法人税額の
特別控除

第68条の15の５第３項 10587 法規別表六の二(十九)｢37｣の欄
の金額

第68条の15の５第３項 10587 法規別表六の二(十九)｢37｣の欄
の金額

給与等の引上げ及び設
備投資を行った場合等
の法人税額の特別控除
（雇用者給与等支給額
が増加した場合の法人
税額の特別控除）

(廃止)

平成29年旧措置法第68条の15の
５第１項

10433 法規別表六の二(二十)｢22｣の欄
の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 10 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

給与等の引上げ及び設
備投資を行った場合等
の法人税額の特別控除
（雇用者給与等支給額
が増加した場合の法人
税額の特別控除）

平成30年旧措置法第68条の15の
６第１項

10588 法規別表六の二(二十)｢40｣の欄
の金額

第68条の15の６第１項 10588 法規別表六の二(二十)｢22｣の欄
の金額

給与等の引上げ及び設
備投資を行った場合等
の法人税額の特別控除
（雇用者給与等支給額
が増加した場合の法人
税額の特別控除）

第68条の15の６第１項 10609 法規別表六の二(二十)｢40｣の欄
の金額

(新規)

給与等の引上げ及び設
備投資を行った場合等
の法人税額の特別控除
（雇用者給与等支給額
が増加した場合の法人
税額の特別控除）

第68条の15の６第２項 10610 法規別表六の二(二十一)｢21｣の
欄の金額

(新規)

生産性向上設備等を取
得した場合の特別償却

(廃止)

平成28年旧措置法第68条の15の
６第１項(償却費)

10492 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

生産性向上設備等を取
得した場合の特別償却 (廃止)

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10493 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

生産性向上設備等を取
得した場合の法人税額
の特別控除

(廃止)

平成28年旧措置法第68条の15の
６第７項

10500 法規別表六の二(二十一)｢22｣の
欄の金額

革新的情報産業活用設
備を取得した場合の特
別償却

第68条の15の７第１項（償却
費）

10611 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

(新規)

革新的情報産業活用設
備を取得した場合の特
別償却

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）

10612 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額 (新規)

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 11 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

革新的情報産業活用設
備を取得した場合の法
人税額の特別控除

第68条の15の７第２項 10613 法規別表六の二（二十二）
「23」の欄の金額

(新規)

公害防止用設備の特別
償却

第68条の16第１項の表の第１号
(償却費)

10395 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の16第１項の表の第１号
(償却費)

10395 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

公害防止用設備の特別
償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10396 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10396 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

船舶の特別償却 第68条の16第１項の表の第２号
(償却費)

10300 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の16第１項の表の第２号
(償却費)

10300 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

船舶の特別償却 第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10301 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10301 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

自動車教習用貨物自動
車の特別償却

第68条の16第１項の表の第３号
(償却費)

10589 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の16第１項の表の第３号
(償却費)

10589 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

自動車教習用貨物自動
車の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10590 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10590 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

再生可能エネルギー発
電設備等の特別償却

第68条の16第１項の表の第４号
（償却費）

10614 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

(新規)

再生可能エネルギー発
電設備等の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）

10615 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額 (新規)

耐震基準適合建物等の
特別償却

第68条の17第１項(償却費) 10501 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の17第１項(償却費) 10501 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 12 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

耐震基準適合建物等の
特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の17
第１項)

10502 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の17
第１項)

10502 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

耐震基準適合建物等の
特別償却

第68条の17第２項(償却費) 10504 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の17第２項(償却費) 10504 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

耐震基準適合建物等の
特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の17
第２項)

10505 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の17
第２項)

10505 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

被災代替資産等の特別
償却

第68条の18第１項の表の第１号
(償却費)

10591 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の18第１項の表の第１号
(償却費)

10591 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

被災代替資産等の特別
償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の18
第１項の表の第１号)

10592 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の18
第１項の表の第１号)

10592 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

被災代替資産等の特別
償却

第68条の18第１項の表の第２号
(償却費)

10593 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の18第１項の表の第２号
(償却費)

10593 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

被災代替資産等の特別
償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の18
第１項の表の第２号)

10594 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の18
第１項の表の第２号)

10594 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

関西文化学術研究都市
の文化学術研究地区に
おける文化学術研究施
設の特別償却

第68条の19第１項(償却費) 10303 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の19第１項(償却費) 10303 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 13 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

関西文化学術研究都市
の文化学術研究地区に
おける文化学術研究施
設の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10304 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10304 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

共同利用施設の特別償
却

第68条の24第１項(償却費) 10306 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の24第１項(償却費) 10306 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

共同利用施設の特別償
却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10307 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10307 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

特定地域における電気
通信設備の特別償却

(廃止)

平成28年旧措置法第68条の26第
１項(償却費)

10434 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定地域における電気
通信設備の特別償却 (廃止)

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成28年旧
措置法第68条の26第１項)

10435 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

特定地域における電気
通信設備の特別償却

平成30年旧措置法第68条の26第
１項(償却費)

10573 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の26第１項(償却費) 10573 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定地域における電気
通信設備の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10574 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の26
第１項)

10574 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

情報流通円滑化設備の
特別償却

第68条の26第１項（償却費） 10616 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

(新規)

情報流通円滑化設備の
特別償却

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）

10617 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額 (新規)

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 14 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

特定地域における工業
用機械等の特別償却

第68条の27第１項(償却費)(第
45条第１項の表の第１号)

10119 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の27第１項(償却費)(第
45条第１項の表の第１号)

10119 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定地域における工業
用機械等の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10120 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10120 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

沖縄の産業高度化・事
業革新促進地域におい
て工業用機械等を取得
した場合の特別償却

第68条の27第１項(償却費)(第
45条第１項の表の第２号)

10510 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の27第１項(償却費)(第
45条第１項の表の第２号)

10510 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

沖縄の産業高度化・事
業革新促進地域におい
て工業用機械等を取得
した場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10511 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10511 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

沖縄の国際物流拠点産
業集積地域において工
業用機械等を取得した
場合の特別償却

第68条の27第１項(償却費)(第
45条第１項の表の第３号)

10513 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の27第１項(償却費)(第
45条第１項の表の第３号)

10513 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

沖縄の国際物流拠点産
業集積地域において工
業用機械等を取得した
場合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10514 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10514 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

沖縄の経済金融活性化
特別地区において工業
用機械等を取得した場
合の特別償却

第68条の27第１項(償却費)(第
45条第１項の表の第４号)

10516 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の27第１項(償却費)(第
45条第１項の表の第４号)

10516 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 15 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

沖縄の経済金融活性化
特別地区において工業
用機械等を取得した場
合の特別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10517 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10517 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

沖縄の離島地域におけ
る旅館業用建物等の特
別償却

第68条の27第１項(償却費)(第
45条第１項の表の第５号)

10134 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の27第１項(償却費)(第
45条第１項の表の第５号)

10134 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

沖縄の離島地域におけ
る旅館業用建物等の特
別償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10135 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10135 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

所得税法等の一部を改正する法
律(平成27年法律第９号)第８条
の規定による改正前の租税特別
措置法(以下この表において｢平
成27年旧措置法｣という。)第68
条の27第２項の表の第１号(償
却費)

10437 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

所得税法等の一部を改正する法
律(平成27年法律第９号)第８条
の規定による改正前の租税特別
措置法(以下この表において｢平
成27年旧措置法｣という。)第68
条の27第２項の表の第１号(償
却費)

10437 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成27年旧
措置法第68条の27第２項の表の
第１号)

10438 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成27年旧
措置法第68条の27第２項の表の
第１号)

10438 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

第68条の27第２項の表の第１号
(償却費)

10556 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の27第２項の表の第１号
(償却費)

10556 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の27
第２項の表の第１号)

10557 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の27
第２項の表の第１号)

10557 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 16 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

第68条の27第２項の表の第２号
(償却費)

10543 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の27第２項の表の第２号
(償却費)

10543 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の27
第２項の表の第２号)

10544 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の27
第２項の表の第２号)

10544 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

平成26年旧措置法第68条の27第
２項の表の第２号(償却費)

10440 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

平成26年旧措置法第68条の27第
２項の表の第２号(償却費)

10440 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成26年旧
措置法第68条の27第２項の表の
第２号)

10441 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成26年旧
措置法第68条の27第２項の表の
第２号)

10441 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

第68条の27第２項の表の第３号
(償却費)

10519 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の27第２項の表の第３号
(償却費)

10519 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の27
第２項の表の第３号)

10520 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の27
第２項の表の第３号)

10520 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

第68条の27第２項の表の第４号
(償却費)

10558 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の27第２項の表の第４号
(償却費)

10558 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定地域における産業
振興機械等の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の27
第２項の表の第４号)

10559 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の27
第２項の表の第４号)

10559 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

医療用機器の特別償却 第68条の29第１項(償却費) 10324 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の29第１項(償却費) 10324 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 17 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

医療用機器の特別償却 第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10325 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10325 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

障害者を雇用する場合
の機械等の割増償却

第68条の31第１項(償却費) 10330 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の31第１項(償却費) 10330 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

障害者を雇用する場合
の機械等の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10331 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10331 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

次世代育成支援対策に
係る基準適合認定を受
けた場合の次世代育成
支援対策資産の割増償
却

平成30年旧措置法第68条の33第
１項第１号イ又は第２号イ(償
却費)

10560 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の33第１項第１号イ又は
第２号イ(償却費)

10560 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

次世代育成支援対策に
係る基準適合認定を受
けた場合の次世代育成
支援対策資産の割増償
却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成30年旧
措置法第68条の33第１項第１号
イ又は第２号イ)

10561 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の33
第１項第１号イ又は第２号イ)

10561 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

次世代育成支援対策に
係る基準適合認定を受
けた場合の次世代育成
支援対策資産の割増償
却

平成30年旧措置法第68条の33第
１項第１号ロ又は第２号ロ(償
却費)

10562 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の33第１項第１号ロ又は
第２号ロ(償却費)

10562 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

次世代育成支援対策に
係る基準適合認定を受
けた場合の次世代育成
支援対策資産の割増償
却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成30年旧
措置法第68条の33第１項第１号
ロ又は第２号ロ)

10563 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の33
第１項第１号ロ又は第２号ロ)

10563 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 18 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

サービス付き高齢者向
け賃貸住宅の割増償却

(廃止)

平成29年旧措置法第68条の34第
１項又は平成28年旧措置法第68
条の34第１項(償却費)

10336 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

(廃止)

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10337 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

事業再編計画の認定を
受けた場合の事業再編
促進機械等の割増償却

第68条の33第１項(償却費) 10595 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の34第１項(償却費) 10595 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

事業再編計画の認定を
受けた場合の事業再編
促進機械等の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10596 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)

10596 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

企業主導型保育施設用
資産の割増償却

第68条の34第１項（償却費） 10618 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

(新規)

企業主導型保育施設用
資産の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
（特別償却準備金）

10619 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額 (新規)

特定都市再生建築物等
の割増償却

第68条の35第１項(償却費)(同
条第３項第１号イ)

10449 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の35第１項(償却費)(同
条第３項第１号イ)

10449 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 19 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

特定都市再生建築物等
の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の35
第３項第１号イ)

10450 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の35
第３項第１号イ)

10450 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

特定都市再生建築物等
の割増償却

第68条の35第１項、平成27年旧
措置法第68条の35第１項又は所
得税法等の一部を改正する法律
(平成25年法律第５号)第８条の
規定による改正前の租税特別措
置法(以下この表において｢平成
25年旧措置法｣という。)第68条
の35第１項(償却費)(第68条の
35第３項第１号ロ、平成27年旧
措置法第68条の35第３項第２号
ロ又は平成25年旧措置法第68条
の35第３項第２号)

10452 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の35第１項、平成27年旧
措置法第68条の35第１項又は所
得税法等の一部を改正する法律
(平成25年法律第５号)第８条の
規定による改正前の租税特別措
置法(以下この表において｢平成
25年旧措置法｣という。)第68条
の35第１項(償却費)(第68条の
35第３項第１号ロ、平成27年旧
措置法第68条の35第３項第２号
ロ又は平成25年旧措置法第68条
の35第３項第２号)

10452 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定都市再生建築物等
の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の35
第３項第１号ロ、平成27年旧措
置法第68条の35第３項第２号ロ
又は平成25年旧措置法第68条の
35第３項第２号)

10453 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の35
第３項第１号ロ、平成27年旧措
置法第68条の35第３項第２号ロ
又は平成25年旧措置法第68条の
35第３項第２号)

10453 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

特定都市再生建築物等
の割増償却

(廃止)

平成29年旧措置法第68条の35第
１項(償却費)(同条第３項第２
号)

10522 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定都市再生建築物等
の割増償却

(廃止)

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成29年旧
措置法第68条の35第３項第２
号)

10523 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 20 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

特定都市再生建築物等
の割増償却

第68条の35第１項、所得税法等
の一部を改正する等の法律（平
成29年法律第４号）第12条の規
定による改正前の租税特別措置
法（以下この表において「平成
29年旧措置法」という。）第68
条の35第１項又は平成27年旧措
置法第68条の35第１項(償却
費)(第68条の35第３項第２号、
平成29年旧措置法第47条の２第
３項第３号又は平成27年旧措置
法第47条の２第３項第４号)

10461 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の35第１項、平成29年旧
措置法第68条の35第１項又は平
成27年旧措置法第68条の35第１
項(償却費)(第68条の35第３項
第２号、平成29年旧措置法第47
条の２第３項第３号又は平成27
年旧措置法第47条の２第３項第
４号)

10461 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

特定都市再生建築物等
の割増償却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の35
第１項、平成29年旧措置法第68
条の35第１項又は平成27年旧措
置法第68条の35第１項(第68条
の35第３項第２号、平成29年旧
措置法第47条の２第３項第３号
又は平成27年旧措置法第47条の
２第３項第４号))

10462 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の35
第１項、平成29年旧措置法第68
条の35第１項又は平成27年旧措
置法第68条の35第１項(第68条
の35第３項第２号、平成29年旧
措置法第47条の２第３項第３号
又は平成27年旧措置法第47条の
２第３項第４号))

10462 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

倉庫用建物等の割増償
却

所得税法等の一部を改正する法
律（平成28年法律第15号）第10
条の規定による改正前の租税特
別措置法（以下この表において
「平成28年旧措置法」とい
う。）第68条の36第１項(償却
費)

10342 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

平成28年旧措置法第68条の36第
１項(償却費)

10342 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

倉庫用建物等の割増償
却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成28年旧
措置法第68条の36第１項)

10343 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(平成28年旧
措置法第68条の36第１項)

10343 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

倉庫用建物等の割増償
却

第68条の36第１項(償却費) 10575 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

第68条の36第１項(償却費) 10575 法規別表十六(一)｢32｣の欄、別
表十六(二)｢36｣の欄、別表十六
(三)｢32｣の欄又は別表十六(五)
｢30｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 21 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

倉庫用建物等の割増償
却

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の36
第１項)

10576 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

第68条の41第１項又は第11項
(特別償却準備金)(第68条の36
第１項)

10576 法規別表十六(九)｢８｣の欄の金
額

特別償却不足額がある
場合の償却限度額の計
算の特例

第68条の40第１項(特別償却不
足額)又は第４項(合併等特別償
却不足額)

10186 法規別表十六(一)｢33｣の欄、別
表十六(二)｢37｣の欄、別表十六
(三)｢33｣の欄又は別表十六(五)
｢31｣の欄の金額

第68条の40第１項(特別償却不
足額)又は第４項(合併等特別償
却不足額)

10186 法規別表十六(一)｢33｣の欄、別
表十六(二)｢37｣の欄、別表十六
(三)｢33｣の欄又は別表十六(五)
｢31｣の欄の金額

準備金方式による特別
償却(特別償却準備金積
立不足額)

第68条の41第２項、第３項又は
第12項

10564 法規別表十六(九)｢９｣の欄の金
額

第68条の41第２項、第３項又は
第12項

10564 法規別表十六(九)｢９｣の欄の金
額

海外投資等損失準備金 第68条の43第１項又は第８項
(同条第１項第１号)

10187 法規別表十二(一)｢16｣の欄の金
額

第68条の43第１項又は第８項
(同条第１項第１号)

10187 法規別表十二(一)｢16｣の欄の金
額

海外投資等損失準備金 第68条の43第１項又は第８項
(同条第１項第２号)

10188 法規別表十二(一)｢16｣の欄の金
額

第68条の43第１項又は第８項
(同条第１項第２号)

10188 法規別表十二(一)｢16｣の欄の金
額

海外投資等損失準備金 第68条の43第１項又は第８項
(同条第１項第３号)

10189 法規別表十二(一)｢16｣の欄の金
額

第68条の43第１項又は第８項
(同条第１項第３号)

10189 法規別表十二(一)｢16｣の欄の金
額

海外投資等損失準備金 第68条の43第１項又は第８項
(同条第１項第４号)

10190 法規別表十二(一)｢16｣の欄の金
額

第68条の43第１項又は第８項
(同条第１項第４号)

10190 法規別表十二(一)｢16｣の欄の金
額

新事業開拓事業者投資
損失準備金

第68条の43の２第１項又は第５
項

10525 法規別表十二(二)｢４｣の欄の金
額(当該金額が同表｢６｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の43の２第１項又は第５
項

10525 法規別表十二(二)｢４｣の欄の金
額(当該金額が同表｢６｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

特定事業再編投資損失
準備金 (廃止)

平成29年旧措置法第68条の43の
３第１項

10526 法規別表十二(三)｢17｣の欄の金
額

金属鉱業等鉱害防止準
備金

第68条の44第１項又は第６項 10191 法規別表十二(四)｢11｣の欄の金
額

第68条の44第１項又は第６項 10191 法規別表十二(四)｢11｣の欄の金
額

特定災害防止準備金 第68条の46第１項又は第６項 10193 法規別表十二(六)｢10｣の欄の金
額

第68条の46第１項又は第６項 10193 法規別表十二(六)｢10｣の欄の金
額

原子力発電施設解体準
備金

第68条の54第１項又は第８項 10196 法規別表十二(八)｢23｣の欄の金
額

第68条の54第１項又は第８項 10196 法規別表十二(八)｢23｣の欄の金
額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 22 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

特定原子力施設炉心等
除去準備金

第68条の54の２第１項 10597 法規別表十二(九)｢９｣の欄の金
額

第68条の54の２第１項 10597 法規別表十二(九)｢９｣の欄の金
額

保険会社等の異常危険
準備金

第68条の55第１項又は第13項 10197 法規別表十二(十)｢７｣の欄の金
額(当該金額が同表｢10｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の55第１項又は第13項 10197 法規別表十二(十)｢７｣の欄の金
額(当該金額が同表｢10｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

原子力保険又は地震保
険に係る異常危険準備
金

第68条の56第１項又は第９項 10198 法規別表十二(十)｢７｣の欄の金
額(当該金額が同表｢10｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の56第１項又は第９項 10198 法規別表十二(十)｢７｣の欄の金
額(当該金額が同表｢10｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

関西国際空港用地整備
準備金

第68条の57第１項 10404 法規別表十二(十一)｢15｣の欄の
金額

第68条の57第１項 10404 法規別表十二(十一)｢15｣の欄の
金額

中部国際空港整備準備
金

第68条の57の２第１項 10464 法規別表十二(十二)｢10｣の欄の
金額

第68条の57の２第１項 10464 法規別表十二(十二)｢10｣の欄の
金額

特定船舶に係る特別修
繕準備金

第68条の58第１項又は第９項 10379 法規別表十二(十三)｢９｣の欄の
金額(当該金額が同表｢15｣の欄
の金額を超える場合には、同欄
の金額)

第68条の58第１項又は第９項 10379 法規別表十二(十三)｢９｣の欄の
金額(当該金額が同表｢15｣の欄
の金額を超える場合には、同欄
の金額)

中小連結法人等の貸倒
引当金の特例

第68条の59第３項 10380 法規別表十一(一の二)｢７｣の欄
の金額

第68条の59第３項 10380 法規別表十一(一の二)｢７｣の欄
の金額

探鉱準備金又は海外探
鉱準備金

第68条の61第１項又は第８項 10202 法規別表十(三)｢16｣の欄の金額 第68条の61第１項又は第８項 10202 法規別表十(三)｢16｣の欄の金額

探鉱準備金又は海外探
鉱準備金

第68条の61第２項 10465 法規別表十(三)｢16｣の欄の金額 第68条の61第２項 10465 法規別表十(三)｢16｣の欄の金額

新鉱床探鉱費又は海外
新鉱床探鉱費の特別控
除

第68条の62第１項 10204 法規別表十(三)｢43｣の欄の金額 第68条の62第１項 10204 法規別表十(三)｢43｣の欄の金額

新鉱床探鉱費又は海外
新鉱床探鉱費の特別控
除

第68条の62第２項 10466 法規別表十(三)｢43｣の欄の金額 第68条の62第２項 10466 法規別表十(三)｢43｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 23 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

対外船舶運航事業を営
む連結法人の日本船舶
による収入金額の課税
の特例

第68条の62の２第１項 10467 法規別表十(四)｢20｣の欄の金額 第68条の62の２第１項 10467 法規別表十(四)｢20｣の欄の金額

沖縄の情報通信産業特
別地区における認定法
人の課税の特例

第68条の63第１項の表の第１号 10207 法規別表十の二(一)｢14｣の欄の
金額

第68条の63第１項の表の第１号 10207 法規別表十の二(一)｢14｣の欄の
金額

沖縄の国際物流拠点産
業集積地域における認
定法人の課税の特例

第68条の63第１項の表の第２号 10408 法規別表十の二(一)｢16｣の欄の
金額

第68条の63第１項の表の第２号 10408 法規別表十の二(一)｢16｣の欄の
金額

沖縄の経済金融活性化
特別地区における認定
法人の課税の特例

第68条の63第２項 10527 法規別表十の二(一)｢17｣の欄の
金額

第68条の63第２項 10527 法規別表十の二(一)｢17｣の欄の
金額

国家戦略特別区域にお
ける連結法人である指
定法人の課税の特例

第68条の63の２第１項 10577 法規別表十(二)｢８｣の欄の金額 第68条の63の２第１項 10577 法規別表十(二)｢８｣の欄の金額

農業経営基盤強化準備
金

第68条の64第１項 10347 法規別表十二(十四)｢10｣の欄の
金額

第68条の64第１項 10347 法規別表十二(十四)｢10｣の欄の
金額

農用地等を取得した場
合の課税の特例

第68条の65第１項 10348 法規別表十二(十四)｢43の計｣の
欄の金額

第68条の65第１項 10348 法規別表十二(十四)｢43の計｣の
欄の金額

収用等に伴い代替資産
を取得した場合等の課
税の特例

第68条の70第１項又は第７項 10349 法規別表十三(四)｢25｣の欄の金
額(当該金額が同表｢27｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の70第１項又は第７項 10349 法規別表十三(四)｢21｣の欄の金
額(当該金額が同表｢23｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

収用等に伴い代替資産
を取得した場合等の課
税の特例

第68条の71第１項又は第３項 10350 法規別表十三(四)｢29｣の欄の金
額(当該金額が同表｢31｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の71第１項又は第３項 10350 法規別表十三(四)｢25｣の欄の金
額(当該金額が同表｢27｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

収用等に伴い代替資産
を取得した場合等の課
税の特例

第68条の71第８項において準用
する第68条の70第１項又は第68
条の71第９項において準用する
第68条の70第７項

10528 法規別表十三(四)｢25｣の欄の金
額(当該金額が同表｢27｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の71第８項において準用
する第68条の70第１項又は第68
条の71第９項において準用する
第68条の70第７項

10528 法規別表十三(四)｢21｣の欄の金
額(当該金額が同表｢23｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 24 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

換地処分等に伴い資産
を取得した場合の課税
の特例

第68条の72第１項又は第５項 10214 法規別表十三(四)｢38｣の欄の金
額(当該金額が同表｢44｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の72第１項又は第５項 10214 法規別表十三(四)｢34｣の欄の金
額(当該金額が同表｢40｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

換地処分等に伴い資産
を取得した場合の課税
の特例

第68条の72第３項において準用
する第68条の70第１項又は第７
項

10529 法規別表十三(四)｢25｣の欄の金
額(当該金額が同表｢27｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の72第３項において準用
する第68条の70第１項又は第７
項

10529 法規別表十三(四)｢21｣の欄の金
額(当該金額が同表｢23｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

換地処分等に伴い資産
を取得した場合の課税
の特例

第68条の72第３項において準用
する第68条の71第１項又は第３
項

10530 法規別表十三(四)｢29｣の欄の金
額(当該金額が同表｢31｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の72第３項において準用
する第68条の71第１項又は第３
項

10530 法規別表十三(四)｢25｣の欄の金
額(当該金額が同表｢27｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

換地処分等に伴い資産
を取得した場合の課税
の特例

第68条の72第３項において準用
する第68条の71第８項において
準用する第68条の70第１項又は
第68条の72第３項において準用
する第68条の71第９項において
準用する第68条の70第７項

10531 法規別表十三(四)｢25｣の欄の金
額(当該金額が同表｢27｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の72第３項において準用
する第68条の71第８項において
準用する第68条の70第１項又は
第68条の72第３項において準用
する第68条の71第９項において
準用する第68条の70第７項

10531 法規別表十三(四)｢21｣の欄の金
額(当該金額が同表｢23｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

換地処分等に伴い資産
を取得した場合の課税
の特例

第68条の72第10項 10565 法規別表十四(五)｢18｣の欄に｢
換地処分等｣と記載した譲渡損
益調整資産の同表｢14｣の欄の金
額

第68条の72第10項 10565 法規別表十四(五)｢18｣の欄に｢
換地処分等｣と記載した譲渡損
益調整資産の同表｢14｣の欄の金
額

収用換地等の場合の連
結所得の特別控除

第68条の73第１項、第２項若し
くは第７項又は租税特別措置法
施行令第39条の101第５項

10215 法規別表十の二(二)｢22｣の欄の
金額

第68条の73第１項、第２項若し
くは第７項又は租税特別措置法
施行令第39条の101第５項

10215 法規別表十の二(二)｢18｣の欄の
金額

特定土地区画整理事業
等のために土地等を譲
渡した場合の連結所得
の特別控除

第68条の74第１項 10216 法規別表十の二(二)｢35｣の欄の
金額

第68条の74第１項 10216 法規別表十の二(二)｢31｣の欄の
金額

特定住宅地造成事業等
のために土地等を譲渡
した場合の連結所得の
特別控除

第68条の75第１項 10351 法規別表十の二(二)｢38｣の欄の
金額

第68条の75第１項 10351 法規別表十の二(二)｢34｣の欄の
金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 25 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

農地保有の合理化のた
めに農地等を譲渡した
場合の連結所得の特別
控除

第68条の76第１項 10218 法規別表十の二(二)｢41｣の欄の
金額

第68条の76第１項 10218 法規別表十の二(二)｢37｣の欄の
金額

特定の長期所有土地等
の連結所得の特別控除

第68条の76の２第１項 10219 法規別表十の二(二)｢44｣の欄の
金額

第68条の76の２第１項 10219 法規別表十の二(二)｢40｣の欄の
金額

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第１号)

10352 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第１号)

10352 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

(廃止)

平成29年旧措置法第68条の78第
１項若しくは第９項又は平成29
年旧措置法第68条の80(平成29
年旧措置法第68条の78第１項の
表の第２号)

10353 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第65条の７
第１項の表の第２号イ又はロ)

10532 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第65条の７
第１項の表の第２号イ又はロ)

10532 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第65条の７
第１項の表の第２号ハ)

10533 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第65条の７
第１項の表の第２号ハ)

10533 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第３号)

10534 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第３号)

10534 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第４号)

10535 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第４号)

10535 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第５号)

10356 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第５号)

10356 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 26 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

(廃止)

平成29年旧措置法第68条の78第
１項若しくは第９項又は平成29
年旧措置法第68条の80(平成29
年旧措置法第68条の78第１項の
表の第７号)

10233 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第６号)

10234 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第６号)

10234 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第７号)

10405 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第７号)

10405 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第８号)

10357 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の78第１項若しくは第９
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第８号)

10357 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第１号)

10358 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第１号)

10358 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

(廃止)

平成29年旧措置法第68条の79第
１項若しくは第３項又は平成29
年旧措置法第68条の80(平成29
年旧措置法第68条の78第１項の
表の第２号)

10359 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第65条の７
第１項の表の第２号イ又はロ)

10536 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第65条の７
第１項の表の第２号イ又はロ)

10536 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第65条の７
第１項の表の第２号ハ)

10537 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第65条の７
第１項の表の第２号ハ)

10537 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 27 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第３号)

10538 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第３号)

10538 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第４号)

10539 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第４号)

10539 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第５号)

10362 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第５号)

10362 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

(廃止)

平成29年旧措置法第68条の79第
１項若しくは第３項又は平成29
年旧措置法第68条の80(平成29
年旧措置法第68条の78第１項の
表の第７号)

10252 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第６号)

10253 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第６号)

10253 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第７号)

10406 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第７号)

10406 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第８号)

10363 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の79第１項若しくは第３
項又は第68条の80(第68条の78
第１項の表の第８号)

10363 別表十三(五)｢36｣の欄の金額
(当該金額が同表｢38｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 28 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

特定の資産の買換えの
場合等の課税の特例

第68条の79第８項において準用
する第68条の78第１項若しくは
第68条の79第９項において準用
する第68条の78第９項若しくは
第68条の80又は平成29年旧措置
法第68条の79第８項において準
用する平成29年旧措置法第68条
の78第１項若しくは平成29年旧
措置法第68条の79第９項におい
て準用する平成29年旧措置法第
68条の78第９項若しくは平成29
年旧措置法第68条の80

10540 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の79第８項において準用
する第68条の78第１項若しくは
第68条の79第９項において準用
する第68条の78第９項若しくは
第68条の80、平成29年旧措置法
第68条の79第８項において準用
する平成29年旧措置法第68条の
78第１項若しくは平成29年旧措
置法第68条の79第９項において
準用する平成29年旧措置法第68
条の78第９項若しくは平成29年
旧措置法第68条の80又は平成26
年旧措置法第68条の79第８項に
おいて準用する平成26年旧措置
法第68条の78第１項若しくは平
成26年旧措置法第68条の79第９
項において準用する平成26年旧
措置法第68条の78第９項若しく
は平成26年旧措置法第68条の80

10540 別表十三(五)｢21｣の欄の金額
(当該金額が同表｢27｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定の交換分合により
土地等を取得した場合
の課税の特例

第68条の81第１項又は第４項 10258 法規別表十三(六)｢13｣の欄の金
額(当該金額が同表｢18｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)又は同表｢20｣の欄の金額
(当該金額が同表｢25｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の81第１項又は第４項 10258 法規別表十三(六)｢13｣の欄の金
額(当該金額が同表｢18｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)又は同表｢20｣の欄の金額
(当該金額が同表｢25｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

大規模な住宅地等造成
事業の施行区域内にあ
る土地等の造成のため
の交換等の場合等の課
税の特例

(廃止)

第68条の82第１項又は第４項 10259 法規別表十三(七)｢15｣の欄の金
額(当該金額が同表｢21｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)又は同表｢23｣の欄の金額
(当該金額が同表｢29｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

大規模な住宅地等造成
事業の施行区域内にあ
る土地等の造成のため
の交換等の場合等の課
税の特例

(廃止)

第68条の83第１項又は第４項 10260 法規別表十三(七)｢32｣の欄の金
額(当該金額が同表｢39｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 29 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

大規模な住宅地等造成
事業の施行区域内にあ
る土地等の造成のため
の交換等の場合等の課
税の特例

(廃止)

第68条の83第９項において準用
する第68条の82第１項又は第68
条の83第10項において準用する
第68条の82第４項

10541 法規別表十三(七)｢15｣の欄の金
額(当該金額が同表｢21｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)又は同表｢23｣の欄の金額
(当該金額が同表｢29｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

特定普通財産とその隣
接する土地等の交換の
場合の課税の特例

第68条の84第１項又は第４項 10263 法規別表十三(七)｢13｣の欄の金
額(当該金額が同表｢18｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)又は同表｢20｣の欄の金額
(当該金額が同表｢25｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

第68条の84第１項又は第４項 10263 法規別表十三(八)｢13｣の欄の金
額(当該金額が同表｢18｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)又は同表｢20｣の欄の金額
(当該金額が同表｢25｣の欄の金
額を超える場合には、同欄の金
額)

平成二十一年及び平成
二十二年に土地等の先
行取得をした場合の課
税の特例

第68条の85第１項又は第７項 10264 法規別表十三(八)｢17｣の欄の金
額(当該金額が同表｢21｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の85第１項又は第７項 10264 法規別表十三(九)｢17｣の欄の金
額(当該金額が同表｢21｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

技術研究組合の連結所
得の計算の特例

第68条の94第１項 10366 法規別表十三(九)｢５｣の欄の金
額(当該金額が同表｢７｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の94第１項 10366 法規別表十三(十)｢５｣の欄の金
額(当該金額が同表｢７｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

特定の基金に対する負
担金等の損金算入の特
例

第68条の95第１項 10367 法規別表十(六)｢27｣の欄の金額 第68条の95第１項 10367 法規別表十(六)｢27｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 30 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

認定特定非営利活動法
人等に対する寄附金の
損金算入の特例

第68条の96第１項又は特定非営
利活動促進法の一部を改正する
法律(平成23年法律第70号)附則
第９条の規定による改正前の租
税特別措置法第68条の96第１項
(特定非営利活動促進法第２条
第３項に規定する認定特定非営
利活動法人(以下この表におい
て｢認定特定非営利活動法人｣と
いう。)又は特定非営利活動促
進法の一部を改正する法律(平
成23年法律第70号)附則第10条
第４項に規定する旧認定特定非
営利活動法人(以下この表にお
いて｢旧認定特定非営利活動法
人｣という。))

10381 法規別表十四の二｢26｣の欄の金
額のうち｢寄附先又は受託者｣の
欄に認定特定非営利活動法人又
は旧認定特定非営利活動法人の
記載があるものの合計額

第68条の96第１項又は特定非営
利活動促進法の一部を改正する
法律(平成23年法律第70号)附則
第９条の規定による改正前の租
税特別措置法第68条の96第１項
(特定非営利活動促進法第２条
第３項に規定する認定特定非営
利活動法人(以下この表におい
て｢認定特定非営利活動法人｣と
いう。)又は特定非営利活動促
進法の一部を改正する法律(平
成23年法律第70号)附則第10条
第４項に規定する旧認定特定非
営利活動法人(以下この表にお
いて｢旧認定特定非営利活動法
人｣という。))

10381 法規別表十四の二｢26｣の欄の金
額のうち｢寄附先又は受託者｣の
欄に認定特定非営利活動法人又
は旧認定特定非営利活動法人の
記載があるものの合計額

認定特定非営利活動法
人等に対する寄附金の
損金算入の特例

第68条の96第１項(特定非営利
活動促進法第２条第４項に規定
する特例認定特定非営利活動法
人(以下この表において｢特例認
定特定非営利活動法人｣とい
う。))

10407 法規別表十四の二｢26｣の欄の金
額のうち｢寄附先又は受託者｣の
欄に特例認定特定非営利活動法
人の記載があるものの合計額

第68条の96第１項(特定非営利
活動促進法第２条第４項に規定
する特例認定特定非営利活動法
人(以下この表において｢特例認
定特定非営利活動法人｣とい
う。))

10407 法規別表十四の二｢26｣の欄の金
額のうち｢寄附先又は受託者｣の
欄に特例認定特定非営利活動法
人の記載があるものの合計額

社会保険診療報酬の連
結所得の計算の特例

第68条の99第１項 10468 法規別表十(六)｢６｣の欄の金額 第68条の99第１項 10468 法規別表十(六)｢６｣の欄の金額

特定の医療法人である
連結親法人の法人税率
の特例

第68条の100第１項 10382 別表一の二(三)次葉｢44｣の欄の
金額

第68条の100第１項 10382 別表一の二(三)次葉｢42｣の欄の
金額

農地所有適格法人の肉
用牛の売却に係る連結
所得の課税の特例

第68条の101第１項 10368 法規別表十(六)｢22｣の欄の金額 第68条の101第１項 10368 法規別表十(六)｢22｣の欄の金額

転廃業助成金等に係る
課税の特例

第68条の102第１項 10271 法規別表十三(十)｢８｣の欄の金
額(当該金額が同表｢７｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の102第１項 10271 法規別表十三(十一)｢８｣の欄の
金額(当該金額が同表｢７｣の欄
の金額を超える場合には、同欄
の金額)

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 31 -



○　平成30年度税制改正に伴う区分番号の変更箇所一覧表（連結法人）

租税特別措置法の条項
区分
番号 適用額 租税特別措置法の条項

区分
番号

適用額
法人税関係特別措置

改正後（平成30年４月１日～平成31年３月31日終了連結事業年度） 改正前（平成29年10月１日～平成30年３月31日終了連結事業年度）

転廃業助成金等に係る
課税の特例

第68条の102第２項又は第３項 10272 法規別表十三(十)｢13｣の欄の金
額(当該金額が同表｢15｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の102第２項又は第３項 10272 法規別表十三(十一)｢13｣の欄の
金額(当該金額が同表｢15｣の欄
の金額を超える場合には、同欄
の金額)

転廃業助成金等に係る
課税の特例

第68条の102第４項又は第６項 10273 法規別表十三(十)｢17｣の欄の金
額(当該金額が同表｢18｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の102第４項又は第６項 10273 法規別表十三(十一)｢17｣の欄の
金額(当該金額が同表｢18｣の欄
の金額を超える場合には、同欄
の金額)

転廃業助成金等に係る
課税の特例

第68条の102第10項において準
用する同条第２項又は同条第11
項において準用する同条第３項

10542 法規別表十三(十)｢13｣の欄の金
額(当該金額が同表｢15｣の欄の
金額を超える場合には、同欄の
金額)

第68条の102第10項において準
用する同条第２項又は同条第11
項において準用する同条第３項

10542 法規別表十三(十一)｢13｣の欄の
金額(当該金額が同表｢15｣の欄
の金額を超える場合には、同欄
の金額)

中小連結法人の少額減
価償却資産の取得価額
の損金算入の特例

第68条の102の２第１項 10274 法規別表十六(七)｢８｣の欄の金
額

第68条の102の２第１項 10274 法規別表十六(七)｢８｣の欄の金
額

特定株式投資信託の収
益の分配に係る受取配
当等の益金不算入の特
例

第68条の103第１項 10275 法規別表八の二｢26｣の欄に｢特
定株式投信｣と記載した銘柄の
同表｢33｣及び｢34｣の各欄の金額
の合計額

第68条の103第１項 10275 法規別表八の二｢26｣の欄に｢特
定株式投信｣と記載した銘柄の
同表｢33｣及び｢34｣の各欄の金額
の合計額

保険会社の連結事業年
度における受取配当等
の益金不算入の特例

第68条の104第１項 10566 法規別表八の二｢12｣の欄の金額 第68条の104第１項 10566 法規別表八の二｢12｣の欄の金額

※　(新規)、(廃止)…平成30年度税制改正において区分番号が新たに設定(又は廃止)されたもの。 - 32 -


